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危機感が後押しする最低賃金の引き上げ   
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最低賃金の引き上げは、所得増加という正の効果と共に、企業の経営悪化や雇用削減

という負の効果ももたらし得る。このため基本的には、「大衆迎合的」な経済政策とし

て批判を受け易く、実施に対しては慎重論が付きまとう。しかし、国際比較でみて最低

賃金の水準が低い本邦や米国1では、所得格差の拡大と貧困化への危機感の強まりを背

景に、近年はより踏み込んだ対応がとられている。 

7月に決定した本邦の2015年度の最低賃金の引き上げ額の目安は全国平均で18円（前

年度比+2.3%、発効後の最低賃金の全国平均： 798 円）と、時給による表示が始まった

2002 年度以降で最大級の引き上げであった（図表 1）。物価と労働生産性が共に低迷す

る一方で、最低賃金の過去 13 年間の引き上げ幅は累積で 20%に達する。しかし、近年

の最低賃金の引き上げの原動力の一つにもなった、最低賃金で働いた場合の手取り収入

が生活保護の受給水準を下回る「逆転現象」は、昨年度にすべての都道府県で解消した

ばかりである。ワーキングプア（働く貧困層）の増加や子供の貧困に対する問題意識は、

深刻な現状が表面化するに伴って高まっている。現政権がデフレ脱却の手段として賃上

げ実現を重視していることもあり、最低賃金引き上げへの抵抗感は弱まっている。 

米国では世界金融危機後、少数の富裕層が所得水準を維持する一方、それ以外の層の

所得水準が顕著に低下した（図表 2）。そのため以前は軽視されがちであった所得格差

の是正が重要課題として捉えられるようになり、貧困対策に対する理解も進んだ。低賃

金労働者による賃金引き上げのデモは多くの賛同を集めている。世論の変化を背景に、

オバマ大統領は 2013 年の一般教書演説で最低賃金の引き上げを、さらに 2014 年の一般

教書演説では連邦最低賃金を 10.10 ドル（時給、以下同）と、実質で見た場合に 1970

年代後半の最低賃金に概ね等しい水準への引き上げを提案した。こうした結果、連邦最

低賃金は米国議会によって 2009年設定の 7.25ドルに据え置かれたままであるが（図表

3）、独自の最低賃金制度を持つ州、市、および大企業の間では最低賃金・初任給の引き

上げに取り組むケースが増えた。中でも今年、ロサンゼルス市が同市の最低賃金を、ま

た、ニューヨーク州がファストフード従業員の最低賃金をいずれも 15 ドルまで段階的

                                                   
1OECD 統計ご参照：
http://www.keepeek.com/Digital-Asset-Management/oecd/employment/oecd-employment-outlook-2015/minimum-w

ages-levels-in-oecd-key-partner-and-accession-countries-2013_empl_outlook-2015-graph10-en#page1 
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に引き上げる決定をしたことや、従業員の待遇の悪さが長年非難されてきた小売り最大

手ウォルマート・ストアーズが初任給を連邦最低賃金と同じ 7.25 ドルから 1 年間で 10

ドルまで引き上げる決定したことは、とりわけ大きな注目を集めた。 

両国における近年の最低賃金引き上げの効果は今後、検証されることになる。一方、

政府の積極的な関与なしでは社会の健全性が危ぶまれるという所得格差の現状に対す

る再考は続く。 

図表 1 本邦最低賃金（全国平均） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）独立行政法人労働政策研究・研修機構、総務省データを基に IIMA作成 

                   注：2015年の消費者物価指数は 1-6月平均 

 

 

 

図表 2 米国実質所得水準（1979年＝100）            図表 3 米国 連邦最低賃金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （出所）米国統計局データを基に IIMA作成           （出所）米国労働統計局データを基に IIMA作成 

注：最上位 5%世帯以外は実質所得の上限 
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